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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期 

会計期間 

自平成15年
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等  

売上高（百万円） 38,272 38,521 43,137 85,526 85,694

経常利益（百万円） 1,919 2,457 2,021 5,782 5,880

中間（当期）純利益（百万円） 864 1,373 1,208 3,069 3,251

純資産額（百万円） 29,812 32,894 35,632 31,378 34,735

総資産額（百万円） 49,065 49,544 54,482 53,550 55,334

１株当たり純資産額（円） 667.11 735.26 796.71 712.48 773.29

１株当たり中間（当期）純利益（円） 19.34 30.78 27.00 66.44 69.94

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 60.8 66.4 65.4 58.6 62.8

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

3,740 2,806 4,805 6,272 1,411

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△10 △258 △1,133 △611 △2,011

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△285 312 △391 △1,045 60

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

11,081 15,112 15,082 12,249 11,704

従業員数（人） 1,990 2,110 2,359 1,947 2,146

［外、平均臨時雇用者数］ [ －] [ －] [ 320] [ －] [ －]

(2）提出会社の経営指標等  

売上高（百万円） 36,037 36,070 38,552 80,712 79,321

経常利益（百万円） 1,375 2,243 1,958 3,630 4,935

中間（当期）純利益（百万円） 763 1,341 1,261 2,100 2,792

資本金（百万円） 3,804 3,804 3,804 3,804 3,804

発行済株式総数（千株） 44,915 44,915 44,915 44,915 44,915

純資産額（百万円） 27,037 29,309 31,680 27,734 30,673

総資産額（百万円） 44,665 44,106 46,247 48,132 47,496

１株当たり中間（年間）配当額（円） 5.00 5.00 6.00 12.00 13.00

自己資本比率（％） 60.5 66.5 68.5 57.6 64.6

従業員数（人） 1,430 1,375 1,329 1,357 1,349



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載していない。 

３．第46期まで「(1）連結経営指標等」の平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満のため記載を省略している。 

４．「(2）提出会社の経営指標等」の１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益については、中間連結財務諸

表を作成しているため記載を省略している。 

  

２【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社は、当社、子会社26社、関連会社10社及び親会社１社で構成され、関連当事者（親会社の子会社１

社）と共に、情報通信エンジニアリング事業を主な内容とし、ソフトウェア製造・保守、通信端末等の販売及び通信設備メンテ

ナンス等の情報サービス事業を行っている。 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者は含まない）であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結

会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（社外から当社への出向者は含まない）である。 

  

(3）労働組合の状況 

 提出会社の労働組合は、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会に所属し、上部団体は情報産業労働組合連合会である。 

 平成17年９月30日現在の組合員数は894人であり、労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はない。 

  

  

  平成17年９月30日現在

区分 従業員数（人）

情報通信エンジニアリング事業 1,827 [ 296] 

情報サービス事業等 227 [ 13] 

全社（共通） 305 [ 11] 

合計 2,359 [ 320] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,329



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益が改善し民間設備投資が堅調であったことに加え、雇用面の改善もあり個人

消費に回復の兆しが見られ、さらに輸出も持ち直したことから、景気は緩やかに回復してきた。 

情報通信分野では、ブロードバンド（高速・大容量）通信が進展し、殊に日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）の中期経営戦略

に示された2010年までに光ファイバ回線を3,000万世帯へ提供する計画に沿って、その実現に向けた取り組みが着実に進みつつ

ある。これを軸に、他の事業者も含めたＦＴＴＨ（家庭向け光ファイバ通信）の国内市場は活性化し、大きく成長した。 

さらには、移動体通信でも第三世代携帯電話への移行とコンテンツサービスの充実により、国内携帯電話契約者数が8,900万

加入を超え、ほぼ「一人一台」まで普及し、ユビキタス社会の実現に向けたテンポが加速してきた。 

このような情勢のもとで、当社グループは、拡大する需要に対応するため、「現場力の向上」と「Do it speedy」をスロー

ガンに掲げて、技術者の確保と育成、サービス体制の拡充とサービス品質の向上、業務全般の効率化に努め、また営業の強化

に取り組んできた。 

この結果、当社グループの連結業績については、受注高が451億75百万円（前年同期比110.9％）となり、売上高が431億37百

万円（前年同期比112.0％）となった。 

事業部門毎の売上高については、ＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業が、Ｂフレッツの需要が拡大したため、243億78百万

円（前年同期比104.3％）と前年同期を上回った。 

通信ネットワークソリューション事業は、第三世代携帯電話移行に伴い基地局設置が増加したため、133億84百万円（前年同

期比157.2％）と前年同期に比べ大幅に増加した。 

総合設備エンジニアリング事業は、通信基盤関連売上の減少により12億86百万円（前年同期比54.2％）となった。 

グローバル情報通信エンジニアリング事業は、タイ国ＷＬＬ（加入者無線設備）が完成した一方、他に大口売上がなかった

ため、8億75百万円（前年同期比59.1％）と前年同期を下回った。 

情報サービス事業等は、情報システムソフトウエア販売の増加等により32億11百万円（前年同期比115.7％）となった。 

利益については、価格低下と技術者の雇用と育成に係る一時的なコストアップにより、経常利益は20億21百万円（前年同期

比82.2％）、中間純利益は12億8百万円（前年同期比88.0％）と前年同期比で減益となった。 

 なお、上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ29百万円減少、前連結会計年度末に比

べ33億77百万円増加の150億82百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益や売上債権の回収増など

により48億5百万円の資金増加（前年同期28億6百万円の資金増加）となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより11億33百万円の資

金減少（前年同期2億58百万の資金減少）となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などにより3億91百万円の資金減少

（前年同期3億12百万円の資金増加）となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）売上実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。 

区分 

前中間連結会計期間
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

（百万円） 

当中間連結会計期間 
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

（百万円） 

情報通信エンジニアリング事業 39,103 40,507 

情報サービス事業等 1,643 4,668 

合計 40,746 45,175 

区分 

前中間連結会計期間
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

（百万円） 

当中間連結会計期間 
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

（百万円） 

情報通信エンジニアリング事業 35,745 39,925 

情報サービス事業等 2,775 3,211 

合計 38,521 43,137 

  相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

  西日本電信電話㈱ 16,552 43.0 16,095 37.3 

  東日本電信電話㈱ 6,866 17.8 8,186 19.0 



３【対処すべき課題】 

当社グループでは、急速に拡大しているＦＴＴＨ需要への対応を軸として、より広くお客様の需要に応えるため、サービス体

制の拡充に積極的に取り組んでいる。 

併せて、ＩＰ（インターネットプロトコル）ネットワークの構築や移動体通信事業領域においても、ネットワーク設備にかか

る提案から、折衝、構築に至るまでのサービスをワンストップで受託するための体制を早急に確立していくこととする。 

当社グループは、ブロードバンド社会の実現からユビキタス社会への進展に伴い今後ますます多様化・高度化するお客様の

ニーズに応え、サービス体制の拡充、情報セキュリティを含むサービス品質の向上、コスト競争力の強化の３点を柱に幅広いお

客様から信頼を獲得する。 

また、今日のように変化の激しい経営環境の中にあっても、人命の尊重とお客様の設備保全を含む「安全」を最優先した上

で、収益の確保を図ることを基本方針とし、当社グループを挙げて、事業の発展と業績向上に努めることとする。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５【研究開発活動】 

 当社グループは、急速に普及しているブロードバンド通信に対応するため、ＦＴＴＨ・ＤＳＬ（デジタル加入者線）・第３世

代携帯電話・無線ＬＡＮなどに関連する新技術の開発、改良に積極的に取り組むと共に、地球環境に優しい技術、業容拡大を視

野に入れた独自新技術の開発、業務の合理化につながるシステム開発、さらに電気通信事業者の研究開発機関に技術開発員を派

遣するなど積極的かつ計画的に取り組み、技術開発の充実強化と共に技術開発の成果を商品化し、販売促進を図っている。 

 併せて既存技術の維持、改良に積極的に取り組み、これら技術開発成果やノウハウを活用して、光アクセスサービスをはじめ

とするブロードバンド化のなかで、事業が円滑に遂行できるよう各種新技術のスキルアップを目的に技術訓練等を実施してい

る。 

 当社グループの当中間連結会計期間における研究開発費の総額は149百万円であり、主要な研究開発活動は次のとおりである。

  

①ドロップクランプの開発 

 ドロップ光ファイバ一束化区間におけるドロップ光ファイバ支持線の把持金物で、ＡＯクロージャを取付けている端子か

んロッドの角部に本物品を固定して、ドロップ光ファイバ支持線を容易に確実に把持する金物である。 

  

②二重床落下防止柵の開発 

 ビル内での二重床作業中で、二重床開口部でのつまずき防止を図る柵で、軽量、持ち運びに便利な小型の安全機工具であ

る。 

  

③新旧マンホール蓋開閉工具の開発 

 新旧マンホールキーを一体化し、新旧兼用マンホールキーとすることで一つのキーでマンホールを開閉することができ、

作業性の向上が図られる軽量、コンパクトな開閉工具である。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

 なお、前連結会計年度末において計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したもののうち主なものは、次の

とおりである。 

  

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

区分 内容
投資額 
（百万円） 

完了年月 

㈱コミューチュア 
埼玉支店 
（さいたま市西区） 

情報通信エンジニア
リング事業 

土地 305 平成17年9月

㈱ピスコム 
本社 
（京都市右京区） 

情報通信エンジニア
リング事業 

土地 190 平成17年5月



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

  

②【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成17年９月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 44,915,329 44,915,329

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

（注） 

計 44,915,329 44,915,329 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 － － 

新株予約権の目的となる株式の数 － － 

新株予約権の行使時の払込金額 － － 

新株予約権の行使期間 － － 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

－ － 

新株予約権の行使の条件 － － 

新株予約権の譲渡に関する事項 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金
増減額 
（百万円） 

資本金
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成17年４月１日 
～平成17年９月30日 

－ 44,915 － 3,804 － 2,971



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式 

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれている。また、「議決権の数」欄

には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれている。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 20,310 45.22 

住友電設株式会社 大阪府大阪市西区阿波座二丁目１番４号 3,482 7.75 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,041 4.54 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,288 2.87 

三菱電線工業株式会社 兵庫県伊丹市池尻４丁目３ 643 1.43 

コミューチュア従業員持株会 大阪府大阪市西区江戸堀三丁目３番15号 585 1.30 

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク（常任代理人 
モルガン・スタンレー証券会社
東京支店） 

1585 ブロードウェイ ニューヨーク，ニ
ューヨーク 10036，米国 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 恵比
寿ガーデンプレイスタワー） 

460 1.02 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 374 0.83 

ザ チェース マンハッタン 
バンク 385036（常任代理人 
株式会社みずほコーポレート銀
行） 

360 ノースクレッセント ドライブ ビ
バリー ヒルズ，カリフォルニア 90210
米国 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

346 0.77 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 331 0.74 

計 － 29,863 66.47 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,041千株

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,288 

  野村信託銀行株式会社 331 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 281,000 － （注） 

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,927,000 43,927 （注） 

単元未満株式 普通株式 707,329 － （注） 

発行済株式総数 普通株式 44,915,329 － － 

総株主の議決権 － 43,927 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式2,000株（議決権の数２個）がある。な

お、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含めている。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

      平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社コミューチュア 
大阪市西区江戸堀三
丁目３番15号 

139,000 － 139,000 0.31

宮川情報通信株式会社 
京都市山科区勧修寺
西北出町16番地 

106,000 － 106,000 0.24

近畿電機株式会社 
大阪府和泉市府中町
四丁目２番８号 

36,000 － 36,000 0.08

計 － 281,000 － 281,000 0.63

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 915 911 895 939 1,028 1,089 

最低（円） 860 756 771 840 867 962 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、

改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）までは、「中間連結財務諸表規則」及び「建設

業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に基づいて作成していたが、事業内容が建設業よりも情報通信関連事業として把

握する方がより適切となってきたため、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）から「建設業法

施行規則」は適用しないこととした。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）までは、「中間財務諸表等規則」及び「建設業法施

行規則」（昭和24年建設省令第14号）に基づいて作成していたが、事業内容が建設業よりも情報通信関連事業として把握する

方がより適切となってきたため、当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）から「建設業法施行規則」

は適用しないこととした。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１現金預金    15,232 －  － 

２現金及び預金    － 15,172  11,839 

３受取手形・完成工事
未収入金等 

   11,952 －  － 

４受取手形及び売掛金    － 13,399  20,464 

５未成工事支出金等    6,308 －  － 

６たな卸資産    － 7,224  4,495 

７繰延税金資産    1,140 1,461  1,226 

８その他    619 764  1,722 

貸倒引当金    △15 △21  △22 

流動資産合計    35,237 71.1 38,000 69.7  39,726 71.8

Ⅱ 固定資産       

１有形固定資産       

(1)建物・構築物 ※１ 2,907  － －  

(2)建物及び構築物 ※1,2 －  3,250 2,896  

(3)土地 ※２ 5,830  7,037 6,236  

(4)その他 ※１ 998 9,737 1,091 11,379 1,018 10,151 

２無形固定資産    350 326  312 

３投資その他の資産       

(1)投資有価証券   2,316  3,138 3,098  

(2)繰延税金資産   1,203  918 1,325  

(3)その他   772  754 818  

貸倒引当金   △72 4,219 △35 4,776 △98 5,144 

固定資産合計    14,306 28.9 16,481 30.3  15,608 28.2

資産合計    49,544 100.0 54,482 100.0  55,334 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１支払手形・工事未払
金等 

   6,738 －  － 

２支払手形及び買掛金    － 7,750  10,455 

３短期借入金 ※２  4 304  309 

４未払法人税等    637 801  979 

５未成工事受入金    1,724 －  － 

６前受金    － 1,374  650 

７完成工事補償引当金    13 －  － 

８品質保証引当金    － 6  13 

９受注損失引当金    － 41  － 

10その他    2,643 3,932  2,778 

流動負債合計    11,760 23.7 14,211 26.0  15,187 27.5

Ⅱ 固定負債       

１長期借入金    32 19  20 

２確定拠出年金移行時
未払金 

   － 821  － 

３再評価に係る繰延税
金負債 

   800 800  800 

４退職給付引当金    3,178 1,944  3,603 

５役員退職慰労引当金    287 303  323 

６連結調整勘定    161 61  140 

７その他    2 2  2 

固定負債合計    4,463 9.0 3,953 7.3  4,890 8.8

負債合計    16,224 32.7 18,164 33.3  20,077 36.3

（少数株主持分）       

少数株主持分    425 0.9 684 1.3  521 0.9

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    3,804 7.7 3,804 7.0  3,804 6.9

Ⅱ 資本剰余金    3,124 6.3 3,132 5.7  3,132 5.7

Ⅲ 利益剰余金    28,610 57.8 30,982 56.9  30,264 54.7

Ⅳ 土地再評価差額金    △2,809 △5.7 △2,809 △5.2  △2,809 △5.1

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   351 0.7 687 1.3  512 0.9

Ⅵ 為替換算調整勘定    △54 △0.1 △43 △0.1  △60 △0.1

Ⅶ 自己株式    △130 △0.3 △120 △0.2  △107 △0.2

資本合計    32,894 66.4 35,632 65.4  34,735 62.8

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   49,544 100.0 54,482 100.0  55,334 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高    38,521 100.0 － －  － －

Ⅱ 完成工事原価    32,889 85.4 － －  － －

完成工事総利益    5,632 14.6 － －  － －

Ⅰ 売上高    － － 43,137 100.0  85,694 100.0

Ⅱ 売上原価    － － 37,701 87.4  73,938 86.3

売上総利益    － － 5,435 12.6  11,756 13.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  3,232 8.4 3,492 8.1  6,105 7.1

営業利益    2,399 6.2 1,943 4.5  5,650 6.6

Ⅳ 営業外収益       

１受取利息   4  8 7  

２受取配当金   29  19 50  

３連結調整勘定償却額   22  19 44  

４持分法による投資利
益 

  13  10 50  

５為替差益   15  5 3  

６積立保険返戻金収入   17  15 73  

７雑収入   21 124 0.3 21 100 0.2 81 311 0.4

Ⅴ 営業外費用       

１支払利息   0  6 1  

２自己株式売出手数料   35  － 35  

３固定資産除却損   13  12 28  

４雑支出   16 66 0.1 3 22 0.0 17 82 0.1

経常利益    2,457 6.4 2,021 4.7  5,880 6.9

Ⅵ 特別利益 ※２  3 0.0   

１確定拠出年金移行益 ※３   55 －  

２固定資産売却益 ※４   18 －  

３貸倒引当金戻入益     11 －  

４その他     8 94 0.2 1 1 0.0

Ⅶ 特別損失 ※５  77 0.2   

１投資有価証券評価損     32 39  

２特別退職一時金     17 120  

３会員権評価損     9 10  

４投資有価証券売却損     8 －  

５その他     8 76 0.2 － 169 0.2

税金等調整前中間
(当期)純利益 

   2,383 6.2 2,038 4.7  5,712 6.7

法人税、住民税及
び事業税 

  1,131  749 2,665  

法人税等調整額   △138 992 2.6 69 818 1.9 △240 2,425 2.9

少数株主利益    17 0.0 12 0.0  35 0.0

中間（当期）純利
益 

   1,373 3.6 1,208 2.8  3,251 3.8

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    2,971 3,132  2,971

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１自己株式処分差益   152 152 0 0 160 160

Ⅲ 資本剰余金減少高    － －  －

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高    3,124 3,132  3,132

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    27,668 30,264  27,668

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１中間（当期）純利益   1,373 1,373 1,208 1,208 3,251 3,251

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１配当金   307 358 531 

２役員賞与   124 432 131 490 124 656

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高    28,610 30,982  30,264

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間（当期）純利益   2,383 2,038 5,712 

減価償却費   378 378 763 

有形固定資産除却損   14 13 28 

投資有価証券償還益   △8 － △27 

投資有価証券評価損   39 32 39 

会員権評価損   0 9 10 

連結調整勘定償却額   △22 △15 △44 

貸倒引当金の増加額（△減少額）   14 △72 17 

完成工事補償引当金の増加額（△減
少額） 

  △0 － － 

品質保証引当金の増加額（△減少
額） 

  － △8 △0 

退職給付引当金の増加額（△減少
額） 

  31 △1,737 △200 

受取利息及び受取配当金   △34 △28 △58 

支払利息   0 6 1 

為替差損益（△差益）   △2 △8 4 

持分法による投資損益（△益）   △13 △10 △50 

売上債権の減少額（△増加額）   6,673 9,204 △1,218 

たな卸資産の減少額（△増加額）   331 △2,698 2,514 

仕入債務の増加額（△減少額）   △3,632 △3,315 △322 

未成工事受入金の増加額（△減少
額） 

  △781 － － 

前受金の増加額（△減少額）   － 713 △1,944 

未払消費税等の増加額（△減少額）   △189 △270 △85 

確定拠出年金移行時未払金の増加額
（△減少額） 

  － 1,246 － 

役員賞与の支払額   △124 △140 △124 

その他   471 274 459 

小計   5,529 5,609 5,475 

利息及び配当金の受取額   49 35 73 

利息の支払額   △0 △6 △1 

法人税等の支払額   △2,772 △834 △4,136 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  2,806 4,805 1,411 



  

  

  次へ 

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の払戻による収入   85 75 160 

定期預金の預入れによる支出   △120 △30 △210 

有形固定資産の取得による支出   △192 △1,074 △356 

無形固定資産の取得による支出   △19 △47 △35 

投資有価証券の取得による支出   △98 △120 △345 

投資有価証券の償還による収入   9 － 19 

短期貸付金の純増減額   7 △56 △1,010 

長期貸付金の回収による収入   10 10 18 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による支出他 

  44 － 35 

その他   14 108 △286 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △258 △1,133 △2,011 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額   △30 △4 △20 

長期借入金の返済による支出   △7 △1 △24 

配当金の支払額   △307 △358 △531 

少数株主への配当金の支払額   △5 △13 △5 

自己株式の取得による支出   △16 △13 △38 

自己株式の売却による収入   680 0 681 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  312 △391 60 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   2 8 △4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少
額） 

  2,862 3,288 △544 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   12,249 11,704 12,249 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物
の期首残高 

  － 88 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  15,112 15,082 11,704 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社は18社である。 (1）連結子会社の数 20社 (1）連結子会社の数 19社 

  主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 

  ㈱ピスコム 

㈱きんつうアスク 

㈱ジェイ・コム 

㈱フューコム 

㈱イーテックソリューション 

 なお、近畿電機㈱は、当中間

連結会計期間において株式を追

加取得したことにより重要性が

増加したため、持分法適用の範

囲から除外して連結子会社に含

めることとした。 

㈱サンネットエンジニアリン

グ 

㈱きんつうアスク 

㈱きんつうネット 

㈱アルゴネット 

㈱フューコム 

㈱イーテックソリューション 

 なお、住電通信エンジニアリ

ング㈱は、重要性が増加したた

め、当中間連結会計期間から連

結の範囲に含めている。 

㈱サンネットエンジニアリン

グ 

㈱きんつうアスク 

㈱きんつうネット 

㈱アルゴネット 

㈱フューコム 

㈱イーテックソリューション 

 なお、近畿電機㈱及び大昌通

信建設㈱は、当連結会計年度に

おいて株式を追加取得したこと

により子会社になり、重要性が

増加したため、持分法の適用範

囲から除外して連結の範囲に含

めている。 

  (2）非連結子会社は１社である。 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

  非連結子会社名 主要な非連結子会社 主要な非連結子会社 

  マキテルエンジニアリングエ

スディエヌビーエイチディ 

 マキテルエンジニアリングエ

スディエヌビーエイチディにつ

いては、小規模であり、総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外している。 

マキテルエンジニアリングエ

スディエヌビーエイチディ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためである。 

マキテルエンジニアリングエ

スディエヌビーエイチディ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためである。 

２．持分法適用に関する事項 (1）持分法適用の関連会社は次の

４社である。 

近畿通信産業㈱ 

宮川情報通信㈱ 

大昌通信建設㈱ 

ケーティーケーフジクラフィ

リピンインク 

(1）持分法適用の関連会社数 

３社 

関連会社名 

近畿通信産業㈱ 

宮川情報通信㈱ 

ケーティーケーフジクラフィ

リピンインク 

(1）持分法適用の関連会社数 

３社 

関連会社名 

近畿通信産業㈱ 

宮川情報通信㈱ 

ケーティーケーフジクラフィ

リピンインク 

  (2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社４社は、

それぞれ中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて持分法

の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外している。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（マキテルエンジニア

リングエスディエヌビーエイチ

ディ他）及び関連会社（近畿プ

ラントレコード㈱他）は、中間

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から

除いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

している。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（マキテルエンジニア

リングエスディエヌビーエイチ

ディ他）及び関連会社（近畿プ

ラントレコード㈱他）は、当期

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外してい

る。 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   持分法非適用の非連結子会社

名及び主要な関連会社名は、次

のとおりである。 

    

  持分法非適用の非連結子会社名     

  マキテルエンジニアリングエ

スディエヌビーエイチディ 

    

  持分法非適用の主要な関連会社

名 

    

  近畿プラントレコード㈱     

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日と、中

間連結決算日は一致している。 

同左  連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致している。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

①その他有価証券 ①その他有価証券 ①その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

  ①未成工事支出金(未成工事支出

金等) 

①仕掛品 ①仕掛品 

  個別法による原価法 個別法による原価法 個別法による原価法 

  ②材料貯蔵品(未成工事支出金等) ②貯蔵品 ②貯蔵品 

  移動平均法による原価法 移動平均法による原価法 移動平均法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社は定率法によって

いる。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法によ

っている。 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社は主として定率法

によっている。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法によ

っている。 

 連結財務諸表提出会社及び連

結子会社は定率法によってい

る。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法によ

っている。 

  無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

   中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社は定額法によって

いる。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっている。 

同左  連結財務諸表提出会社及び連

結子会社は定額法によってい

る。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっている。 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

同左 同左 

  完成工事補償引当金 品質保証引当金 品質保証引当金 

   完成工事に係るかし担保の費

用に備えるため、当中間連結会

計期間末に至る１年間の完成工

事高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上している。 

 情報通信エンジニアリングプ

ラント引渡後のかし担保の費用

に備えるため、当中間連結会計

期間末に至る１年間の売上高に

対する将来の見積補償額に基づ

いて計上している。 

 情報通信エンジニアリングプ

ラント引渡後のかし担保の費用

に備えるため、当連結会計年度

の売上高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上している。 

  ───── 受注損失引当金 ───── 

     受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当中間連結会計期

間末における受注契約に係る損

失見込額を計上している。 

  

    （追加情報） 

 将来、損失となる可能性が高

い受注契約が当中間連結会計期

間に新たに発生したため、当中

間連結会計期間末において見込

まれる損失41百万円を引当計上

し、同額を売上原価処理してい

る。 

  

  退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

   中間連結財務諸表提出会社に

ついては、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上

している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。 

 連結子会社については、各社

の退職金規程に基づく自己都合

中間期末要支給額を退職給付債

務とする方法により計上してい

る。 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社１社については、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。 

 なお、過去勤務債務は発生時

に一括処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として14年）によ

る定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

 その他の連結子会社について

は、各社の退職金規程に基づく

自己都合中間期末要支給額を退

職給付債務とする方法により計

上している。 

 連結財務諸表提出会社につい

ては、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してい

る。 

 なお、過去勤務債務は発生時

に一括処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。 

 連結子会社については、各社

の退職金規程に基づく自己都合

要支給額を退職給付債務とする

方法により計上している。 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

   中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社の役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計上

している。 

同左  連結財務諸表提出会社及び連

結子会社の役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上してい

る。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理している。なお、在外持分法

適用会社の財務諸表項目は、在外

持分法適用会社の中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、

換算から生じた為替換算調整勘定

の持分相当額は資本の部に計上し

ている。 

同左  外貨建金銭債権債務は連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

している。なお、在外持分法適用

会社の財務諸表項目は、在外持分

法適用会社の決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算から

生じた為替換算調整勘定の持分相

当額は資本の部に計上している。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

(6）その他（中間）連結財

務諸表作成のための重

要な事項 

完成工事高の計上基準 売上高の計上基準 売上高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完

成基準によっている。ただし、

長期大型工事（工期１年超かつ

請負金額１億円以上）について

は、工事進行基準によってい

る。 

 なお、工事進行基準によった

完成工事高は、263百万円であ

る。 

 売上高の計上は引渡基準によ

っている。ただし、長期大型契

約（契約期間１年超かつ契約金

額１億円以上）については、企

業会計原則注解７に規定する工

事進行基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった

売上高は、56百万円である。 

 売上高の計上は引渡基準によ

っている。ただし、長期大型契

約（契約期間１年超かつ契約金

額１億円以上）については、企

業会計原則注解７に規定する工

事進行基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった

売上高は、850百万円である。 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっている。 同左 同左 

５．中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用している。 

これによる損益に与える影響は軽微であ

る。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき当該資産の

金額から直接控除している。 

───── 

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

───── （勘定科目の表示方法の変更） 

   従来、当社グループは主要な事業を建設業として、「中間連結

財務諸表規則」及び「建設業法施行規則」を適用していたが、事

業内容が建設業よりも情報通信関連事業として把握する方がより

適切となってきたため、「建設業法施行規則」は適用しないこと

とした。これに伴い記載方法（表示科目）を次のとおり変更して

いる。 

従来の勘定科目名 変更後の勘定科目名 

（中間連結貸借対照表関係） 

現金預金 現金及び預金 

受取手形・ 

 完成工事未収入金等 

受取手形及び売掛金 

未成工事支出金等 たな卸資産 

建物・構築物 建物及び構築物 

支払手形・ 

 工事未払金等 

支払手形及び買掛金 

未成工事受入金 前受金 

完成工事補償引当金 品質保証引当金 

（中間連結損益計算書関係） 

完成工事高 売上高 

完成工事原価 売上原価 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

完成工事補償引当金の増加額 品質保証引当金の増加額 

未成工事受入金の増加額 前受金の増加額 

（中間連結損益計算書） ───── 

 「積立保険返戻金収入」は前中間連結会計期間まで営業外収益の

「雑収入」に含めて表示していたが、営業外収益の100分の10を超

えたため区分掲記した。なお、前中間連結会計期間における「積立

保険返戻金収入」の金額は13百万円である。 

  



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） ───── 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の預入れによる

支出」は、前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示していた

が、金額的重要性が増したため区分掲記している。なお、前中間連

結会計期間の「その他」に含まれている「定期預金の預入れによる

支出」の金額は△３百万円である。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

6,841百万円 7,862百万円 7,359百万円 

※２．    ────── ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

  
  

建物及び構築物 71百万円

土地 403 

計 475 

建物及び構築物 73百万円

土地 403 

計 476 

   上記物件は、短期借入金300百万円の担保

に供している。 

 上記物件は、短期借入金300百万円の担保

に供している。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりである。 

※１．このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりである。 

※１．このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりである。 
  

従業員給料手当 1,567百万円

退職給付費用 107 

役員退職慰労引当金繰
入額 

23 

貸倒引当金繰入額 18 

  

  

従業員給料手当 1,526百万円

退職給付費用 72 

役員退職慰労引当金繰
入額 

40 

従業員給料手当 2,867百万円

退職給付費用 124 

役員退職慰労引当金繰
入額 

59 

貸倒引当金繰入額 48 

※２．特別利益のうち主要なものは次のとお

りである。 

※２．    ────── ※２．    ────── 

  
投資有価証券売却益 2百万円     

※３．    ────── ※３．中間連結財務諸表提出会社は、前連結

会計年度に退職給付制度を改定し、平成

17年４月に確定拠出年金制度へ一部移行

した。この移行に伴う退職給付制度の終

了の会計処理によって発生したものであ

る。 

※３．    ────── 

※４．    ────── ※４．固定資産売却益の内訳 ※４．    ────── 

  
  

土地売却益 18百万円   



  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５．特別損失のうち主要なものは次のとお

りである。 

※５．    ────── ※５．    ────── 

  
投資有価証券評価損 39百万円

特別退職一時金 37 

    

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金預金勘定 15,232百万円

預入れ期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△120 

現金及び現金同等物 15,112 

  
現金及び預金勘定 15,172百万円

預入れ期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△90 

現金及び現金同等物 15,082 

現金及び預金勘定 11,839百万円

預入れ期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△135 

現金及び現金同等物 11,704 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 145 26 119

車両運搬具 4 1 2

合計 149 28 121

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 142 51 90

車両運搬具 5 0 5

合計 148 51 96

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 142 35 106

車両運搬具 4 2 2

合計 146 37 108

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額等 ②未経過リース料期末残高相当額 
  

一年以内 25百万円

一年超 96 

合計 121 

  
一年以内 24百万円

一年超 71 

合計 96 

一年以内 24百万円

一年超 84 

合計 108 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③支払リース料、減価償却費相当額 

  
支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14 

  
支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14 

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

同左 同左 

２．転貸リース取引 ２．転貸リース取引 ２．転貸リース取引 

①未経過支払リース料 ①未経過支払リース料 ①未経過支払リース料 
  

一年以内 19百万円

一年超 24 

合計 43 

  
一年以内 13百万円

一年超 10 

合計 24 

一年以内 15百万円

一年超 17 

合計 32 

②未経過受取リース料 ②未経過受取リース料 ②未経過受取リース料 
  

一年以内 20百万円

一年超 24 

合計 44 

  
一年以内 13百万円

一年超 10 

合計 24 

一年以内 15百万円

一年超 17 

合計 32 

  （減損損失について）   

  リース資産に配分された減損損失はない。   



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項なし。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～50％程度下

落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。 

  

３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～50％程度下

落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。 

  

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 591 1,184 592 

(2）その他 35 35 △0 

合計 627 1,219 592 

  (1）子会社株式及び関連会社株式  

  非上場株式 809百万円

  (2）その他有価証券   

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 216百万円

  債券 70百万円

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 851 2,028 1,177 

(2）債券 

国債・地方債等 70 71 0 

(3）その他 45 47 1 

合計 967 2,146 1,178 

  (1）子会社株式及び関連会社株式  

  非上場株式 796百万円

  (2）その他有価証券   

  非上場株式 194百万円



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合に

は、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。 

  

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

  

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 835 1,713 877 

(2）債券 

国債・地方債等 70 70 0 

(3）その他 35 35 0 

合計 942 1,819 877 

  (1）子会社株式及び関連会社株式  

  非上場株式 1,059百万円

  (2）その他有価証券   

  非上場株式 219百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項は

ない。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める電気通信エンジニアリング事業の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める情報通信エンジニアリング事業の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める情報通信エンジニアリング

事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９

月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省

略した。 

  

前連結会計年度（平成16年４月1日～平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月

30日）及び前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

  

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 735.26円

１株当たり中間純利益 30.78円

  
１株当たり純資産額 796.71円

１株当たり中間純利益 27.00円

１株当たり純資産額 773.29円

１株当たり当期純利益 69.94円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載していない。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,373 1,208 3,251 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─ 126 

（うち役員賞与金） ( ─) ( ─) ( 126) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,373 1,208 3,125 

期中平均株式数（千株） 44,623 44,735 44,682 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１現金預金   11,946  － －  

２現金及び預金   －  12,021 8,396  

３受取手形   160  97 66  

４完成工事未収入金   11,377  － －  

５売掛金   －  11,609 18,444  

６未成工事支出金   5,157  － －  

７仕掛品   －  5,254 3,230  

８繰延税金資産   747  817 740  

９その他 ※２ 1,063  1,869 2,308  

貸倒引当金   △14  △13 △25  

流動資産合計    30,440 69.0 31,657 68.5  33,162 69.8

Ⅱ 固定資産       

１有形固定資産       

(1)建物 ※１ 2,352  2,399 2,271  

(2)土地   5,373  5,683 5,373  

(3)その他 ※１ 848  846 824  

有形固定資産計   8,574  8,929 8,469  

２無形固定資産   322  229 266  

３投資その他の資産       

(1)繰延税金資産   1,183  740 1,118  

(2)その他   3,658  4,691 4,544  

貸倒引当金   △73  △1 △64  

投資その他の資
産計 

  4,769  5,431 5,598  

固定資産合計    13,666 31.0 14,590 31.5  14,334 30.2

資産合計    44,106 100.0 46,247 100.0  47,496 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１支払手形   186  188 219  

２工事未払金   7,422  － －  

３買掛金   －  8,220 10,372  

４未払法人税等   348  523 609  

５未成工事受入金   1,544  － －  

６前受金   －  1,007 502  

７完成工事補償引当金   13  － －  

８品質保証引当金   －  12 12  

９受注損失引当金   －  41 －  

10その他 ※２ 1,562  2,001 1,595  

流動負債合計    11,077 25.1 11,996 25.9  13,311 28.0

Ⅱ 固定負債       

１長期借入金   17  14 15  

２確定拠出年金移行時
未払金 

  －  821 －  

３再評価に係る繰延税
金負債 

  800  800 800  

４退職給付引当金   2,708  743 2,480  

５役員退職慰労引当金   192  190 215  

固定負債合計    3,719 8.4 2,570 5.6  3,512 7.4

負債合計    14,797 33.5 14,566 31.5  16,823 35.4

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    3,804 8.6 3,804 8.2  3,804 8.0

Ⅱ 資本剰余金       

１資本準備金   2,971  2,971 2,971  

２その他資本剰余金   152  152 152  

資本剰余金合計    3,124 7.1 3,124 6.8  3,124 6.6

Ⅲ 利益剰余金       

１利益準備金   692  692 692  

２任意積立金   22,250  24,342 22,250  

３中間（当期）未処分
利益 

  1,978  1,952 3,204  

利益剰余金合計    24,921 56.5 26,987 58.3  26,147 55.1

Ⅳ 土地再評価差額金    △2,809 △6.4 △2,809 △6.1  △2,809 △5.9

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   336 0.8 674 1.5  494 1.0

Ⅵ 自己株式    △66 △0.1 △100 △0.2  △87 △0.2

資本合計    29,309 66.5 31,680 68.5  30,673 64.6

負債資本合計    44,106 100.0 46,247 100.0  47,496 100.0

        



②【中間損益計算書】 
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前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高    36,070 100.0 － －  － －

Ⅱ 完成工事原価    31,475 87.3 － －  － －

完成工事総利益    4,594 12.7 － －  － －

Ⅰ 売上高    － － 38,552 100.0  79,321 100.0

Ⅱ 売上原価    － － 34,087 88.4  69,688 87.9

売上総利益    － － 4,465 11.6  9,633 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   2,795 7.7 2,786 7.2  5,258 6.6

営業利益    1,799 5.0
  

1,678 4.4  4,374 5.5

Ⅳ 営業外収益       

１受取利息   8  11 15  

２その他 ※１ 500 508 1.4 293 305 0.8 622 638 0.8

Ⅴ 営業外費用       

１支払利息   0  0 0  

２その他 ※２ 63 64 0.2 24 25 0.1 76 77 0.1

経常利益    2,243 6.2 1,958 5.1  4,935 6.2

Ⅵ 特別利益 ※３  3 0.0 67 0.2  1 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  53 0.1 60 0.2  146 0.2

税引前中間（当
期）純利益 

   2,192 6.1 1,964 5.1  4,790 6.0

法人税、住民税及
び事業税 

  857  525 2,040  

法人税等調整額   △6 851 2.4 178 703 1.8 △41 1,998 2.5

中間（当期）純利
益 

   1,341 3.7 1,261 3.3  2,792 3.5

前期繰越利益    636 690  636 

中間配当額    － －  224 

中間（当期）未処
分利益 

   1,978 1,952  3,204 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、 売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

  ①未成工事支出金 ①仕掛品 ①仕掛品 

  個別法による原価法 個別法による原価法 個別法による原価法 

  ②材料貯蔵品（流動資産その他） ②貯蔵品（流動資産その他） ②貯蔵品（流動資産その他） 

  移動平均法による原価法 移動平均法による原価法 移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 定率法によっている。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法によっ

ている。 

同左 同左 

  無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

   定額法によっている。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっている。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

している。 

同左 同左 

  完成工事補償引当金 品質保証引当金 品質保証引当金 

   完成工事に係るかし担保の費

用に備えるため、当中間会計期

間末に至る１年間の完成工事高

に対する将来の見積補償額に基

づいて計上する方法によってい

る。 

 情報通信エンジニアリングプ

ラント引渡後のかし担保の費用

に備えるため、当中間会計期間

末に至る１年間の売上高に対す

る将来の見積補償額に基づいて

計上している。 

 情報通信エンジニアリングプ

ラント引渡後のかし担保の費用

に備えるため、当事業年度の売

上高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上している。 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ───── 受注損失引当金 ───── 

     受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当中間会計期間末

における受注契約に係る損失見

込額を計上している。 

  

    （追加情報） 

 将来、損失となる可能性が高

い受注契約が当中間会計期間に

新たに発生したため、当中間会

計期間末において見込まれる損

失41百万円を引当計上し、同額

を売上原価処理している。 

  

  退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

   なお、過去勤務債務は発生時

に一括処理している。 

 また、数理計算上の差異は各

事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

   過去勤務債務は発生時に一括

処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 

  役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく中間期末

要支給額を計上している。 

同左  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５．その他（中間）財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項 

(1）完成工事高の計上基準 (1）売上高の計上基準 (1）売上高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完

成基準によっている。 

ただし、長期大型工事（工期１

年超かつ請負金額１億円以上）

については、工事進行基準によ

っている。 

 なお、工事進行基準によった

完成工事高は、263百万円であ

る。 

 売上高の計上は引渡基準によ

っている。ただし、長期大型契

約（契約期間１年超かつ契約金

額１億円以上）については、企

業会計原則注解７に規定する工

事進行基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった

売上高は、56百万円である。 

 売上高の計上は引渡基準によ

っている。ただし、長期大型契

約（契約期間１年超かつ契約金

額１億円以上）については、企

業会計原則注解７に規定する工

事進行基準によっている。 

 なお、工事進行基準によった

売上高は、850百万円である。 

  (2）消費税等の会計処理 (2）消費税等の会計処理 (2）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税抜

方式によっている。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） ───── 

   当中間会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

───── （勘定科目の表示方法の変更） 

   従来、当社は主要な事業を建設業として、「中間財務諸表等規

則」及び「建設業法施行規則」を適用していたが、事業内容が建

設業よりも情報通信関連事業として把握する方がより適切となっ

てきたため、「建設業法施行規則」は適用しないこととした。こ

れに伴い記載方法（表示科目）を次のとおり変更している。 

従来の勘定科目名 変更後の勘定科目名 

（中間貸借対照表関係）   

現金預金 現金及び預金 

完成工事未収入金 売掛金 

未成工事支出金 仕掛品 

工事未払金 買掛金 

未成工事受入金 前受金 

完成工事補償引当金 品質保証引当金 

（中間損益計算書関係）   

完成工事高 売上高 

完成工事原価 売上原価 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

5,710百万円 5,946百万円 5,859百万円 

※２．仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示している。 

※２．仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含めて

表示している。 

※２．    ────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なものは次のと

おりである。 

※１．営業外収益のうち主要なものは次のと

おりである。 

※１．営業外収益のうち主要なものは次のと

おりである。 
  

受取配当金 453百万円
  

受取配当金 264百万円 受取配当金 473百万円

※２．営業外費用のうち主要なものは次のと

おりである。 

※２．営業外費用のうち主要なものは次のと

おりである。 

※２．営業外費用のうち主要なものは次のと

おりである。 
  

自己株式売出手数料 35百万円

固定資産除却損 12 

  

  
固定資産除却損 10百万円 自己株式売出手数料 35百万円

固定資産除却損 21 

※３．特別利益のうち主要なものは次のとお

りである。 

※３．特別利益のうち主要なものは次のとお

りである。 

※３．    ────── 

  
貸倒引当金戻入益 ３百万円

  
確定拠出年金移行益 55百万円

   当社は、前事業年度に退職給付制度を

改定し、平成17年４月に確定拠出年金制

度へ一部移行した。この移行に伴う退職

給付制度の終了の会計処理によって発生

したものである。 

  

※４．特別損失のうち主要なものは次のとお

りである。 

※４．特別損失のうち主要なものは次のとお

りである。 

※４．特別損失のうち主要なものは次のとお

りである。 
  

投資有価証券評価損 39百万円

特別退職一時金 13 

  
投資有価証券評価損 32百万円

特別退職一時金 17 

特別退職一時金 96百万円

投資有価証券評価損 39 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
  

有形固定資産 227百万円

無形固定資産 73 

  
有形固定資産 207百万円

無形固定資産 62 

有形固定資産 473百万円

無形固定資産 137 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間会計期間末残高相

当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 246 74 171

車両運搬具 20 12 8

工具器具備品 30 23 7

合計 297 110 187

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 198 65 132

車両運搬具 31 18 13

工具器具及び
備品 

83 22 60

合計 313 106 207

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 235 83 151

車両運搬具 20 14 6

工具器具及び
備品 

30 26 4

合計 287 124 162

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間会計期間末残高が有形固定資産の中

間会計期間末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

②未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 ②未経過リース料期末残高相当額 

  
一年以内 48百万円

一年超 139 

合計 187 

  
一年以内 54百万円

一年超 153 

合計 207 

一年以内 43百万円

一年超 119 

合計 162 

 なお、未経過リース料中間会計期間末残

高相当額は、未経過リース料中間会計期間

末残高が有形固定資産の中間会計期間末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③支払リース料、減価償却費相当額 

  
支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30 

  
支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 55 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

同左 同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はない。 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はない。 

  

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

  

  



(2）【その他】 

 中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

  

  

  (1）決議年月日 平成17年11月４日

  (2）中間配当金総額 268百万円

  (3）１株当たりの額 ６円

  (4）中間配当支払開始日 平成17年12月９日



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、近畿財務局長に提出した証券取引法第25条第１項各号に掲げる

書類は、次のとおりである。 

１．有価証券報告書及びその添付書類  

事業年度（第46期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月29日提出



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項なし。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月22日

株式会社コミューチュア     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 杉本 宏之  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コミューチュアの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社コミューチュア及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日

株式会社コミューチュア     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 杉本 宏之  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コミューチュアの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社コミューチュア及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月22日

株式会社コミューチュア     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 杉本 宏之  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コミューチュアの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社コミューチュアの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日

株式会社コミューチュア     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 杉本 宏之  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 前田  徹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コミューチュアの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社コミューチュアの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。 
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